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（佐倉市都市部住宅課）
  斎藤  靖司  氏　　　山内  重久  氏

『空き家問題』は、
やがて地域の大きな課題になっていく…
～「空き家対策セミナー」開催の位置づけ～

令和４年６月２８日開催
千代田・染井野ふれあいセンター
セミナーに参加された講師の皆様

　2015 年に『空家対策特別措置法』が施行されてか
ら、「空き家問題」という言葉を耳にする機会が増え
ました。いわゆる “空き家” は、以下の４つに分類さ
れています。
　① 売却用 … 販売中の空き家
　② 賃貸用 … 入居者募集中の空き家　
　③ 二次利用 … 普段使わない別荘など　
　④ その他 … 上記と異なり利用されていない空き家
　問題は「その他」の空き家です。売りや貸しも出さ
れずに、定期的な利用もされない空き家。管理する動
機が弱い空き家が、今後急速に増加すると考えられて
います。

「自宅が空き家」になってしまう原因…
　子供が相続して、兄弟間でもめる以外にも、親の施設入所や子供と同居した場合でも空き家が発生します。
・いつか自宅に帰りたい。最期は自宅で迎えたい　　　・思い出が詰まっている家を売りたくない　　　　　
・認知症になっているなど、利活用の判断ができない　
　やがて時間が経過していくうちに、空き家の樹木や雑草は繁茂し景観を台無しにします。蚊やスズメバチ
や害獣を発生させることもあります。ゴミの投棄や異臭を放つ原因となることもあります。
　全国の空き家の割合は全住戸の約７戸に１戸。住宅団地の「向こう 3軒両隣プラス後ろの３軒」を考える
と、そのうち１軒は空き家。増え続ける空き家に対する適正管理が、今後より重要性を増してきます。

行政の取り組み～佐倉市都市部住宅課のお話（一部抜粋）
　　　　　　　　　　　　　　　現在、佐倉市における空き家低減政策としては、
　　　　　　　　　　　　　　①空き家相談窓口の設置　 ②補助支援制度の実施　 ③空き家バンクの設置
　　　　　　　　　　　　　　の３つの取り組みを相互に連携させ、空き家の解消を図っています。
　　　　　　　　　　　　　　　空き家相談窓口では、「空き家相談会」の開催をはじめ、住民や自治会よ
　　　　　　　　　　　　　　り空き家情報を収集し、空き家の状況把握を行っています。
　補助支援制度では、　・中古住宅リフォーム費用の補助　・近居同居に対する補助　・若年層による戸建
賃貸家賃補助　・空き家バンク登録物件に対するリフォーム費用補助　・中古住宅解体新築補助　・空き
家等地域貢献活用に係る補助　 以上の補助を実施しています。
　空き家バンクの設置では、空き家を市に登録してもらい、地域性や特性を活かし、新たに住む人を探すこ
とで空き家の解消を図っています。空き家バンクに登録すると、市のホームページや市役所内の掲示板で周
知され、空き家の利用希望者とのマッチングが行われます。

（法律家）
  西口  元  氏

（税理士）
  五十嵐  玲彦  氏

（日本建築家協会千葉地域会代表
  　　　　　　　    ・一級建築士）  森田  敬介  氏

（一級建築士・宅建士）
  五十嵐  紀彦  氏
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空き家にしないための対策セミナー（セミナー資料より抜粋）

空き家は『負動産』！！
　全国の空き家率は 13.6％（約 850 万戸）、千葉県は 12.6％、佐倉市は
9.3％、そして千代田・染井野地区は推定で 5-6%と聞けば、多くの人に
とって他人事と聞こえる。しかし、2033 年には、17.9％に空き家が増加
するとの予測もある。
（2019 年の見直し。2015 年の 30.2％を修正。野村総合研究所）

　全ての空き家をいずれ売却してお金になる「不動産」とみなすことができる時代は終わっている。
30 年以上経った家は簡単には売れない。セミナーでは『何も生み出さないから、資産ではない空
き家も増えている』と説明された。10 年後に増加する約 270 万戸の中に自分の家は入らないと楽
観的に考えるのではなく、どうしたらそれに含まれないようにするかを考える時になっている。
『厄介なことの先送りが得意の日本人』とセミナーで指摘された。現在 65 歳以上の人は、今は【痛
くも痒くもない空き家問題】が、10 年後には子どもにとって、親が残したとんでもない重荷になる
ことを想像して頂きたい。以下は、講演の概要を紹介したものである。

空き家の原因
　空き家の原因で一番多いのは、相続した親の家で過半数を占めている。
そして、その手入れもままならない空き家も多い。（国土交通省資料）

　これらのデータが如実に示すように、空き家の相談で一番多いのは、相続を原因とする空き家で
ある。そして、子ども達の収入は、必ずしも多くはないので、管理にお金のかかる「負動産」は要

講演中の西口氏
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らないというのも多い。『くれるなら金をくれ。負動産はいらない』というのが多くの子どもの声
で、これが厳しい現実。
　結局、親の家は、上記の様々な理由でほったらかしになる。これが現実。「不動産を残せば御の字」
で「死んだあとは大丈夫」と考えていると、問題解決を先送りにして、子どもに重荷を背負わせる
ことになりかねない。【親の責任で解決しておこう】というのが最良の遺産になる。

幸せな人生のための空き家問題解決３か条 

１.　健康寿命とリフオーム （健康寿命と介護生活）
　　　①平均余命は、現在、あと何年生きられるか、というもので、平均寿命とは違う。
　　　　令和 2年の統計では、70 歳の人があと何年生きるかは、女性 20.49 年、男性 16.18 年。
　　　②また、介護期間は、女性約 12 年、男性約 9年。これは、多くの人が約 80 歳から介護生活
　　　　を送ることを意味する。 
　　つまり、健康寿命を考え、打つべき手を頭も身体も動くうちに打っておく必要がある。

　　＜人生双六＞ ～サラリーマンの平均的人生～
　　　　60 歳    ・・・   定年 ･･･ 約 50 歳でその後の自分の将来が見えてくる？
　　　　65 歳    ・・・   再雇用終了・年金受領開始 ･･･ 年金は約 22 万円
　　　　70 歳    ・・・   老後生活開始（子ら 40 歳）･･･ 子は約 30 歳で結婚／親を支えられるか？
　　　　80 歳    ・・・   介護生活開始（子ら 50 歳）･･･ 50 歳は子の岐路／その収入も頭打ち？
　　　　・リフオーム要否等の判断時期 
　　　　　　　60 歳    ・・・   リフオームして 20 年居住するか？
　　　　　　　80 歳    ・・・   自宅を賃貸・売却して介護施設に入居する費用を捻出するか？

２.　介護資金と不動産の賃貸・売却 
    　介護のためには、介護施設を利用せざるを得ないこともある。幸せな人生を送るためには、そ
の費用を用意する必要がある。主要な費用捻出方法は、預金等のほか、不動産の「賃貸」と「売却」
である。それが空き家防止にもなる。 

３.　「相続が争続・争族」にならないための方策 
 　　不動産（負動産）をめぐる相続紛争は、空き家の大きな原因である。相続紛争を予防するため
には、被相続人（親）と相続人（子）との間で、生前、遺産処理等につき意思疎通を図ることが必
要であるが、以下の対策も講じておくべき。ただし、遺言が争いの元となることも少なからずある。
しかし、遺言は、争続の元となる場合もあるが、ないよりもあった方が良いことが多い。

 　(1）遺言（改正相続法については、潮見佳男『詳解相続法』（弘文堂）を 参照） 
　　　遺言は、内容に不満な遺族が「偽造だ！」と言って争いの原因にもなる。公正証書としての
　　　遺言の作成は、紛争が少ないが、費用もかかる。最近、法務局が自筆証書遺言書を保管する
　　　「自筆証書遺言書保管制度」もつくられたが、この費用は低額である。

　 (2）信託（民事信託・家族信託）（神田秀樹ほか『信託法講義』 3 頁以下（弘文堂）参照） 
　　　信託の基礎：信託とは、受託者を信じて財産を託する仕組みである。銀行等に信託を依頼す
　　　る場合には、費用が必要となるので、注意が必要である。

　 (3）遺産分割協議
　　　遺産調査をした上で、相続人全員で遺産分割協議書を作成する。遺産分割の意思があったか
　　　否かなどをめぐって紛争が生ずることもあるので、相続人全員の意思を確認することが重要
　　　である。 
　　　・税金（相続税等）支払の準備（金子宏『租税法』（弘文堂、第 24 版）参照）
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編集後
記

　　　講演　「改正相続税」　　　　 税理士　五十嵐  玲彦  氏

　相続税申告では、遺産分割が申告期限までにまとまらないと「小規模宅地等の特例」や「配偶者の
税額の軽減」が受けられなくなります。もし未分割のままでも、３年以内に分割できれば、「更正の請
求」を行うことで、改めて特例を受けることが
できます。

　小規模宅地等の特例とは、被相続人が住んで
いた土地や事業をしていた土地について、一定
の要件を満たす場合には、80％又は 50％まで
評価額を減額してあげますよという特例です。

　例えば空き家となる場合は、この特例は受け
られません。また、原則は親子で生計を一にし
ていること（同居）が前提です。

　借入をして不動産を取得した場合などで、行
き過ぎた相続対策とみなされた場合には否認さ
れることもあります。不動産（特に土地）を購
入した場合には、購入時の取得価額が時価であり、相続が発生した時の評価は路線価を使います。ま
たその土地等を売却した場合には売買契約書に記載された売却時価を用います。

 小規模宅地等の特例の面積と減額率
（注）当特例は条件が厳しいため、税理士に確認をして下さい。
   　　（相続情報サイト　相続 .co.jp より）

　都市部などでは、一度取得した土地
等の値段は、取得価額の 4割程度に評
価されるなど、極端に下がることがみ
られます。これは相続税法上の規定通
りに評価を行っていますが、実際の売
買における時価とは極端に差が出てお
ります。この様な場合には税務上認め
られない可能性が出てきます。

『空き家対策セミナー』
の内容の詳細は、まち
協ホームページに掲載
中です。

　住みなれた街、愛着のある家。地域には、
少しばかりの知人友人もいる。残念ながら、
今は一人暮らしの高齢者…。誰もが迎えう
る現実の姿です。
　「一人暮らしは心配だから」と言われて
も、子ども家族と暮らすのも、老人ホーム
入居も気が進まない。そんな中で、もし病
に倒れたら、自宅を長期間留守にすること

になるかもしれません。「空き家問題」の入
口です。
　一人気ままな暮らしを続けるためにも、元
気なうちから自分の責任で、準備をしておか
なければなりません。
　いざという時に、自宅管理を手伝ってくれ
るＮＰＯがあってもいいかな？と真剣に考え
ている編集長です。　　　　　　　　（小柳）
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